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平成 18 年 12 月期   第３四半期財務・業績の概況（非連結）              

平成18年11月10日 

上 場 会 社 名        株式会社ペッパーフードサービス                  （ コ ー ド 番 号       ：3053 東証ﾏｻﾞｰｽﾞ） 
（ＵＲＬ  http://www.pepper-fs.co.jp/） 
代  表  者  役職名 代表取締役社長   氏名 一瀬 邦夫 
問合せ先責任者  役職名 取締役管理本部長  氏名 中村 靖        ＴＥＬ (03) 3829－3210 
 
 
１． 四半期財務情報の作成等に係る事項 
 ① 四半期財務諸表の作成基準               ： 中間財務諸表作成基準 
 ② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無     ： 無 
 ③ 会計監査人の関与                   ： 有 
   四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する 

規則の取扱い」の別途に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明 
のための手続きを受けております。 

④ 平成17年12月期第３四半期については、四半期財務諸表を作成していないため、記載を省略しており 
ます。 

 
２．平成１８年１２月期第３四半期財務・業績の概況（平成１８年 １月 １日～平成１８年 ９月３０日） 

(1)経営成績の進捗状況             （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営業利益      経常利益      
四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

18年12月期第３四半期 4,466（－） 288（－） 267（－）     130（－）

17年12月期第３四半期      －  （－）        － （－）       － （－）       － （－）

(参考)1７年12月期 5,050（－） 390（－） 398（－） 211（－）

 

 １株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後          
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭

18年12月期第３四半期    7,237  06   7,216  99 
17年12月期第３四半期   －   － 
(参考)1７年12月期   11,568  03     －  － 

 (注)売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
 

【経営成績の進捗状況に関する定性的情報等】 
当第３四半期におけるわが国経済は、原油価格の騰勢、金利の上昇など一部の不安材料はあるものの、着実な

回復の歩みを示しました。即ち、企業収益は改善し、設備投資の増加が見られました。一方、雇用情勢や賃金事

情にも改善の広がりがあり、個人消費も緩やかに増加しました。 
このような経済情勢のもと、外食業界は僅かながら明るい兆しも一部では見えておりますが、同業・他業種

との競争は依然として続いており、経営環境は引続き厳しい状況にあります。 
ペッパーランチ事業においては「Quick and Quality」を標榜し、安易な価格競争には同調することなく、顧

客満足度の高い商品及びサービスの提供に努めてまいりました。また、前事業年度に引続き積極的な店舗展開を

行ない、事業の拡大に努めてまいりました。当第３四半期会計期間末におけるペッパーランチ事業の新規出店数

は3店舗の海外出店を含めて38店舗となり、その結果、ペッパーランチ事業の店舗数は190店舗、売上高は3,863

百万円となりました。 
    レストラン事業では「炭焼ステーキ くに」において「オーダーカット」によるステーキ提供サービスが好

評であり、当第３四半期会計期間も引続き付加価値向上のためのサービス提供に努め、その結果、レストラン事

業の売上高は557百万円となりました。 
商品販売事業では、主力商品のとんかつソースをとんかつ店中心に販売し、冷凍ペッパーライスについては漫

画喫茶等の新たな販路の確保に努め、その結果、売上高は46百万円となりました。 
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これらの結果、当第３四半期会計期間の業績は、売上高4,466百万円、経常利益267百万円、当第３四半期 

純利益130百万円となりました。 
 
(2)財政状態の変動状況              （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18年12月期第３四半期 
17年12月期第３四半期 

3,375 
― 

1,293 
― 

38.3 
― 

61,660  48 
―   ― 

(参考)17年12月期 2,339 571 24.4   31,695    82 
 
 
(3)キャッシュ･フローの状況           （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
営業活動による         

キャッシュ･フロー 

投資活動による         

キャッシュ･フロー 

財務活動による         

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

18年12月期第３四半期 
17年12月期第３四半期 

94 
― 

    △651 
  ― 

    883  
  ― 

841 
― 

(参考)17年12月期 332    △241 △181        514 
 
 【財政状態の変動状況に関する定性的情報等】 

 
① 資産、負債及び純資産の状況 

 資産につきましては、増資による現預金、直営店の新規出店に伴う有形固定資産及び敷金保証金等の増加に

より、前事業年度末比1,035百万円増の3,375百万円となりました。 

 負債につきましては、納税資金のための短期借入金の増加や設備投資のための長期借入金の増加等により、

前事業年度末比313百万円増の2,081百万円となりました。 
 純資産につきましては、増資及び第３四半期純利益の計上により前事業年度末比722百万円増の1,293百万
円となりました。 
 

② キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前第３四半期純利

益が244百万円と増加したことにより、前事業年度末に比べ326百万円増加し、当第３四半期会計期間末には

841百万円となりました。 

  また、当第３四半期会計期間中における各キャッシュ・フローは次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第３四半期会計期間において営業活動の結果、得られた資金は94百万円となりました。 

これは主に、新規出店の売上増等に伴い税引前第３四半期純利益を244百万円計上したことによるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第３四半期会計期間において投資活動の結果、使用した資金は651百万円となりました。 

これは主に、新規出店に伴う有形固定資産の取得による支出499百万円及び敷金保証金の差入による支出208

百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当第３四半期会計期間において財務活動の結果、得られた資金は883百万円となりました。 

これは主に、長期借入金、短期借入金の増加330百万円および株式の発行による収入603百万円によるもので
あります。 
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３．平成１８年１２月期の業績予想（平成１８年 １月 １日～平成１８年１２月３１日） 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円

通 期 6,525 535 277

 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  13,237円50銭 

（注）①業績予想に関しましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社にて判断したものであり、リスクや不確実要素の要因が含まれており、実際の

成果や業績等は記載の予測と異なる可能性があります。 

   ②1株当たり予想当期純利益は、当第３四半期末発行済株式数20,985株により算出しております 

 

【業績予想に関する定性的情報等】 
当社をとりまく経営環境につきましては、当面は着実な景気回復がみられると思われますが、外食産業全

体にとっては、食の安全性に対する消費者の関心はますます高まり、同業他社との競争も激しく、厳しい状
況が続くものと予想されます。 
このような環境下において、当社は今後とも差別化された業態であるペッパーランチ事業の国内外におけ

るフランチャイズ展開を中心に事業展開を推進し、ブランド力の向上と業績拡大に努めてまいります。 
当社は、予め、店舗の採算性の観点から出店候補地を決定しております。そのため、計画した出店数に見

合った出店地を十分に確保できない場合には、当社の業績見通しに影響を与える可能性があります。 
なお、通期の業績見通しにつきましては、現時点では平成１８年９月２１日に公表しました業績予想に変

更はありません。 
 

４．配当状況 
・現金配当 1株当たり配当金（円） 

 第1四半期末 中間期末 第3四半期末 期末 その他 年間 
17年12月期 ― ― ― 1,000 ― 1,000 

18年12月期（実績） ― ― ― ― ― ― 
18年12月期（予想） ― ― ― 1,000 ―  1,000 
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５．四半期財務諸表 
    
（１） 四半期貸借対照表 

  
当第３四半期会計期間末 
（平成18年 9月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※２ 924,472 602,865  

２．売掛金  439,513 395,603  

３．たな卸資産  25,507 26,682  
４．その他  196,683 116,342  

流動資産合計  1,586,177 47.0  1,141,495 48.8

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1) 建物 
※１,
２ 

734,951 468,035  

(2) 機械及び装置 ※１ 195,997 151,490  

(3) その他 
※１,
２ 

110,582 62,378  

有形固定資産合計  1,041,532 681,904  

２．無形固定資産  9,956 9,047  

３．投資その他の資産    

(1) 敷金保証金 ※２ 621,811 427,987  

(2) その他  148,082  100,601  

貸倒引当金  △31,886 △21,136  

投資その他の資産合計  738,007 507,452  

固定資産合計  1,789,496 53.0  1,198,404 51.2

資産合計  3,375,674 100.0  2,339,899 100.0
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当第３四半期会計期間末 
（平成18年 9月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   
１．買掛金  298,772 303,127 
２．短期借入金  205,000 85,000 
３．一年以内返済予定の 

長期借入金 
※２ 265,204 205,314 

４．一年以内償還予定の 
社債 

 36,000 32,000 

５．未払金  267,269 164,265 
６．未払法人税等  18,612 166,000 

７．賞与引当金  11,373 － 

８．その他 ※４ 164,300 144,105 
流動負債合計  1,266,531 37.5  1,099,813 47.0

Ⅱ 固定負債   

１．社債  － 36,000 
２．長期借入金 ※２ 348,463 198,324 
３．受入保証金  388,024 353,680 
４．長期未払金  78,707 80,835 

固定負債合計  815,196 24.2  668,840 28.6

負債合計  2,081,728 61.7  1,768,653 75.6

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  － －  177,916 7.6

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金  － 134,475 

資本剰余金合計  － －  134,475 5.7

Ⅲ 利益剰余金   

１. 利益準備金  － 172 

２．当期未処分利益  － 258,363 

利益剰余金合計  － －  258,535 11.1

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

 － －  318 0.0

資本合計  － －  571,245 24.4

負債資本合計  － －  2,339,899 100.0

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

 １．資本金  485,566 14.4  － －

２．資本剰余金   
資本準備金  442,125 － 

資本剰余金合計  442,125 13.1  － －
３．利益剰余金   
（1）利益準備金  172 － 
（2）その他利益剰余金   

   繰越利益剰余金  365,585 － 

 利益剰余金合計  365,757 10.8  － －

株主資本合計  1,293,448 38.3  － －

Ⅱ 評価・換算差額等   

その他有価証券評価
差額金 

 496 0.0  － －

評価・換算差額等合計  496 0.0  － －
純資産合計  1,293,945 38.3  － －
負債純資産合計  3,375,674 100.0  － －
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（２） 四半期損益計算書 

  
当第３四半期会計期間 

（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  4,466,939 100.0  5,050,545 100.0

Ⅱ 売上原価  2,373,829 53.1  2,729,248 54.0

売上総利益  2,093,109 46.9  2,321,297 46.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,805,033 40.4  1,930,533 38.2

営業利益  288,076 6.5  390,763 7.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 24,316 0.5  30,194 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 44,836 1.0  22,110 0.5

経常利益  267,555 6.0  398,847 7.9

 Ⅵ 特別利益  1,917 0.0  6,582 0.1

 Ⅶ 特別損失  24,863 0.5  12,428 0.2

税引前第３四半期 
(当期)純利益 

 244,609 5.5  393,001 7.8

法人税、住民税及び 
事業税 

 108,297 187,676  

法人税等調整額  6,225 114,523 2.6 △6,337 181,338 3.6

第３四半期(当期) 
純利益 

 130,086 2.9  211,662 4.2

前期繰越利益  －  46,700 

当期未処分利益  －  258,363 
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（３） 四半期株主資本等変動計算書 
当第３四半期会計期間（自平成18年1月1日 至平成18年９月30日）                        （金額 千円） 

株主資本 評価・換算差額等 

資本剰余
金 利益剰余金 

その他利益 
剰余金 

 
資本金 

資 本 準
備金 

利 益 準
備金 

繰越利益 
剰余金 

株主資本
合計 
 

その他有価証券

評価差額金 
 

純資産合計

平成17年12月31日 残高 177,916 134,475 172 258,363 570,927 318 571,245

当第３四半期会計期間中の 
変動額   

剰余金の配当  △17,865 △17,865  △17,865

利益処分による役員賞与  △5,000 △5,000   △5,000

新株の発行 307,650 307,650 615,300  615,300

当第３四半期純利益  130,086 130,086  130,086

株主資本以外の項目の第３
四半期会計期間中の変動額
（純額） 

 178 178

当第３四半期会計期間中の 
変動額合計   307,650 307,650 － 107,221 722,521 178 722,699

平成18年9月30日 残高 485,566 442,125 172 365,585 1,293,448 496 1,293,945
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（４） 四半期キャッシュ・フロー計算書 

  
当第３四半期会計期間 

（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年 9月30日）

前事業年度要約 
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年 1月 1日 
 至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前第３四半期(当期)純利益  244,609 393,001 

減価償却費  79,394 85,312 

長期前払費用償却  12,759 24,931 

貸倒引当金の増減額（△減少額）  10,105 9,696 

賞与引当金の増減額（△減少額）  11,373 － 

受取利息及び受取配当金         △564        △690 

支払利息  10,929 16,317 

有形固定資産売却損益  △1,917 5,845 

売上債権の増減額（△増加額）  △55,029 △134,319 

たな卸資産の増減額（△増加額）  1,174 △5,545 

仕入債務の増減額（△減少額）  △4,355 67,566 

その他  53,238 △52,802 

小計  361,717 409,315 

利息及び配当金の受取額  564 690 

利息の支払額  △11,832 △17,949 

法人税等の支払額  △256,272 △59,306 

営業活動によるキャッシュ・フロー  94,176 332,749 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △1,207 △88,017 

定期預金の払戻による収入  6,000 73,654 

有形固定資産の取得による支出  △499,241 △254,393 

有形固定資産の売却による収入  19,455 50,064 

無形固定資産の取得による支出  △2,830 △4,525 

敷金保証金の差入による支出  △208,120 △88,934 

敷金保証金の払戻による収入  10,697 12,055 

受入保証金の受入による収入  26,469 56,283 

その他  △2,651 2,552 

投資活動によるキャッシュ・フロー     △651,428 △241,260 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△減少額）  120,000 △58,600 

長期借入金の借入れによる収入  380,000 120,000 

長期借入金の返済による支出  △169,971 △210,803 

社債の償還による支出  △32,000 △32,000 

株式の発行による収入  603,487  

配当金の支払額  △17,865 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー  883,650 △181,403 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△減少額）  326,398 △89,913 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  514,848 604,761 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第３四半期末（当
期末）残高 

※ 841,247 514,848 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

当第３四半期会計期間 

（自 平成18年 1月 1日 

  至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 1月 1日 

   至 平成17年12月31日） 

１． 資産の評価基準及び評価 

方法 

(1) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   当第３四半期会計期間末の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております。） 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。） 

   時価のないもの 

      同左 

 (2) デリバティブ 

  時価法 

(2) デリバティブ 

      同左 

 (3) たな卸資産 

  最終仕入原価法による原価法 

(3) たな卸資産 

           同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

  定率法 

主な耐用年数は以下の通りであります。

  建物       8年～18年 

  機械及び装置   5年～9年 

  工具器具及び備品 2年～20年 

(1) 有形固定資産 

      同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法（なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間

（5 年）に基づく定額法によっておりま

す。） 

(2) 無形固定資産 

      同左 

 (3) 長期前払費用 

  定額法 

(3) 長期前払費用 

      同左 

３. 繰延資産の処理方法 (1) 新株交付費 
支出時に全額費用処理する方法を 
採用しております。 

(1)  新株交付費 

― 

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。 

  なお、夏期及び冬期賞与の支給対象期間

  が、上期及び下期の会計期間と一致して

  いるため、中間会計期間末及び事業年度

  末において賞与引当金は計上しておりま

せん。第３四半期会計期間においては、

  下期首から事業年度末における支給見込

額のうち第３四半期の負担額を計上して

  おります。 

(1) 貸倒引当金 

      同左 

 

 

 

 

(2) 賞与引当金 

       

 

     ― 

５．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

 

      同左 
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項目 

当第３四半期会計期間 

（自 平成18年 1月 1日 

      至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 1月 1日 

      至 平成17年12月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特例処理の要

件を満たしておりますので、特例処理を

採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法  

     同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段）金利スワップ 

  （ヘッジ対象）借入金利 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

         同左 

 (3) ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

     同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の評価を省略しており

ます。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

      同左 

７．当第３四半期会計期間キャ

ッシュ・フロー計算書（キャ

ッシュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から 3

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

 

     同左 

８．その他四半期財務諸表（財

務諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

     同左 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 1月 1日 
 至 平成17年12月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額1,293,945

千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、当第３

四半期会計期間における純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成しておりま

す。 

 

 

 

 

 

         ―    

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針

第6号）を適用しております。 

 なお、これによる影響はありません。 

 

  

 

 

― 
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注記事項 
（四半期貸借対照表関係） 

当第３四半期会計期間末 
（平成18年 9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額  496,724千円 

 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次の通りであります。 

(1)担保に供している資産 

※１．有形固定資産の減価償却累計額  448,519千円 

 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次の通りであります。 

(1)担保に供している資産 

短期性預金 23,103千円 

建物 4,895千円 

土地 29,957千円 

敷金保証金 24,976千円 

計 82,932千円 

(2)上記に対応する債務  

一年以内返済予定長期借入金 30,146千円 

長期借入金 54,238千円 

計 84,385千円 

 
 

短期性預金 23,103千円 

建物 5,362千円 

土地 29,957千円 

敷金保証金 24,976千円 

計 83,400千円 

(2)上記に対応する債務  

一年以内返済予定長期借入金 43,165千円 

長期借入金 73,729千円 

計 116,895千円 

 
 

３．偶発債務 

当社のフランチャイズ加盟店がリース会社・割賦販売会社と

締結しているリース契約又は割賦契約につき、フランチャイ

ズ加盟店の契約不履行等の場合に、当社がその契約上の地位

（権利義務の一切）を承継する義務のある契約残高は以下の

通りとなっております。 

フランチャイズ加盟店に係る保証債務 

リース契約 法人 4件 6,581千円 

 個人 1件 194千円 

 小計 6,776千円 

割賦契約 法人 4件 3,900千円 

 個人 － 件 －千円 

 小計 3,900千円 

 合計 10,677千円 
 

３．偶発債務 

当社のフランチャイズ加盟店がリース会社・割賦販売会社と

締結しているリース契約又は割賦契約につき、フランチャイ

ズ加盟店の契約不履行等の場合に、当社がその契約上の地位

（権利義務の一切）を承継する義務のある契約残高は以下の

通りとなっております。 

フランチャイズ加盟店に係る保証債務 

リース契約 法人 8件 13,256千円 

 個人 4件 2,854千円 

 小計 16,111千円 

割賦契約 法人 7件 20,311千円 

 個人 1件 1,755千円 

 小計 22,066千円 

 合計 38,178千円 
 

 

※４．消費税等の取扱い 

       ― 

 

※４．消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の上、金額的

重要性が乏しいため流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 
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（四半期損益計算書関係） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 1月 1日 
 至 平成17年12月31日） 

※1．営業外収益のうち主要なものは次の通りであります。

受取利息 503千円

協賛金収入 12,938千円

賃貸料収入 922千円

営業協力金収入 3,846千円
 

※1．営業外収益のうち主要なものは次の通りであります。

受取利息 665千円

協賛金収入 14,322千円

賃貸料収入 1,248千円

営業協力金収入 3,719千円
 

  

※2．営業外費用のうち主要なものは次の通りであります。

支払利息 10,929 千円

 公開関連費用             16,048 千円 

※2．営業外費用のうち主要なものは次の通りであります。

支払利息 16,317千円
 

  新株交付費               11,812 千円  

3．減価償却実施額 

有形固定資産 77,473千円

無形固定資産 1,921千円
 

3．減価償却実施額 

有形固定資産 83,337千円

無形固定資産 1,974千円
 

 
  （四半期株主資本等変動計算書関係） 

当第３四半期会計期間 （自 平成18年 1月 1日 至 平成18年 9月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 前事業年度末株式数

（千株） 

当第３四半期会計期

間増加株式数（千株）

当第３四半期会計期

間減少株式数（千株） 

当第３四半期会計期間

末株式数（千株） 

発行済株式     

 普通株式        17 3 －           20 

    合計 17 3  － 20 

 （注）普通株式の発行済株式の増加3,120株は、有償一般募集増資による新株式の発行による増加3,000株及び新株予約権 

の権利行使による新株の発行による増加120株であります。 

２. 配当に関する事項 

配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年3月30日株主

総会 普通株式 17,865      1,000 平成17年12月31日 平成18年3月30日
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 1月 1日 
 至 平成17年12月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の第３四半期末残高と当第３四

半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 (平成18年9月30日現在) 

 

現金及び預金勘定          924,472千円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 83,224千円 

現金及び現金同等物         841,247千円 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 (平成17年12月31

日現在) 

 

現金及び預金勘定          602,865千円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 88,017千円 

現金及び現金同等物         514,848千円 

 

（リース取引関係） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 1月 1日 
 至 平成17年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び第３四半期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

第３四
半期末
残高相
当額 
（千円）

機械及び装置 15,304 12,263 3,041

その他（工具器具
及び備品） 

121,623 70,167 51,455

無形固定資産 

（ソフトウェア） 
2,916 738 2,178

合計 139,844 83,168 56,676

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及び装置 27,799 21,411 6,388

その他（工具器具
及び備品） 

120,130 66,430 53,700

無形固定資産 

（ソフトウェア）
2,257 311 1,945

合計 150,187 88,152 62,034

  
(2)未経過リース料第３四半期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内      21,457千円

１年超 37,030千円

合計 58,488千円
  

 
１年内      27,527千円

１年超 36,809千円

合計 64,336千円
  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
 

支払リース料 24,966千円

減価償却費相当額 22,547千円

支払利息相当額 1,958千円
  

 
支払リース料 33,966千円

減価償却費相当額 30,187千円

支払利息相当額 2,820千円
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

               同左 
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当第３四半期会計期間 
（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 1月 1日 
 至 平成17年12月31日） 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

               同左 

  

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

 

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 
 

― 

 

 
  

 
１年内 666千円

１年超 －千円

合計 666千円
  

 

（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当第３四半期会計期間末 
（平成18年 9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

 
取得原価 
（千円） 

四半期貸借 
対照表計上額

（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表 
計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

株式 2,305 3,143 837 1,399 1,936 537

合計 2,305 3,143 837 1,399 1,936 537

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当第３四半期会計期間末 
（平成18年 9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

 

四半期貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式 1,000 1,000 
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（デリバティブ取引関係） 

 当第３四半期会計期間（自 平成18年 1月 1日 至 平成18年 9月30日） 

  ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

 

前事業年度(自 平成17年 1月 1日 至 平成17年12月31日） 

  ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

 

   （ストックオプション等関係） 

 当第３四半期会計期間（自 平成18年 1月 1日 至 平成18年 9月30日） 

  該当事項はありません。 

 

   （持分法損益等） 

 当第３四半期会計期間（自 平成18年 1月 1日 至 平成18年 9月30日） 

  該当事項はありません。 

 

前事業年度(自 平成17年 1月 1日 至 平成17年12月31日） 

  該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 1月 1日 
 至 平成17年12月31日） 

 

１株当たり純資産額 61,660.48円 

１株当たり第３四半期純利益金額 7,237.06円 

  

 

１株当たり純資産額 31,695.82円 

１株当たり当期純利益金額 11,568.03円 

  
潜在株式調整後1株当たり 

第３四半期純利益            7,216.99円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握出来ませんので記載して

おりません。 

 当社は、平成17年9月10日付で株式1株につき3株の株

式分割を行っております。 

   当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における1株当たり情報については、以下のとお

りとなります。 

１株当たり純資産額 20,109.87円 

１株当たり当期純利益金額 7,042.02円 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載

しておりません。 

  （注） １株当たり第３四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後1株当たり第3四半期（当期）純利益の金額算定上の基礎は、

以下の通りであります。 

 
当第３四半期会計期間 

（自 平成18年 1月 1日 
至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年 1月 1日 
 至 平成17年12月31日） 

１株当たり第３四半期（当期）純利益
金額 

  

第３四半期(当期)純利益（千円） 130,086 211,662 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 5,000 

（うち利益処分による役員賞与金

(千円)） 
－    (5,000) 

普通株式に係る第３四半期(当期)純
利益（千円） 

130,086 206,662 

期中平均株式数（株） 17,975 17,865 

   

潜在株式調整後1株当たり第３四半

期（当期）純利益金額 
  

第３四半期（当期）純利益調整額 

（千円） 
－ － 

普通株式増加数 50 － 

（うち新株予約権（株）） (50) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり第３四半期（当

期）純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

 

        － 

潜在株式の種類     新株予約権

              （560個）

潜在株式の数        1,680株



 - 18 -

（重要な後発事象） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成18年1月1日 
至 平成18年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年1月1日 
至 平成17年12月31日） 

  

 

   該当事項はありません。  

 

 

該当事項はありません。 
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５．仕入及び販売の状況 
 
（１） 仕入実績 

当第３四半期会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

事業部門別 
当第３四半期会計期間 

（自 平成18年 1月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

フランチャイズ事業（千円）                 1,693,297 

直営事業（千円）                  333,103 ペッパーランチ事業 

委託事業（千円）                   99,003 

小計（千円）                 2,125,403 

レストラン事業（千円）                  213,280 

商品販売事業（千円）                   37,423 

合計（千円）                  2,376,108 

（注）１．仕入実績には消費税等は含まれておりません。 

２．フランチャイズ事業の仕入実績は、大部分が食材等仕入でありますが、それ以外にも加盟者の紹介に対する

支払手数料が含まれております。 
３．各仕入先からの仕入値引戻高につきましては、各事業部門の仕入実績に応じて按分しております。 
 

（2）販売実績 
当第３四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

事業部門別 
当第３四半期会計期間 

（自 平成18年 1月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

フランチャイズ事業（千円）                2,533,748 

直営事業（千円）                1,017,331 ペッパーランチ事業 

委託事業（千円）                                311,974 

小計（千円）                              3,863,054 

レストラン事業（千円）                                557,188 

商品販売事業（千円）                                 46,695 

合計（千円）                              4,466,939 

 （注）１．販売実績には消費税等は含まれておりません。 

２．直営事業とは、当社直営店における飲食販売事業であります。 
３．フランチャイズ事業の販売実績は、大部分が食材等販売高でありますが、それ以外にもフラン 

チャイズ契約により受取る加盟金、店舗施工手数料、ロイヤリティ収入が含まれております。 
４．商品販売事業の販売実績は、冷凍ペッパーライス、とんかつソース等の販売高であります。 


